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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
７月１日
至平成22年
12月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

売上高 (千円） 188,132185,147　 182,678　 378,215　 371,975　

経常利益 (千円） 10,346 8,332　 5,832　 36,801　 39,775　

中間（当期）純利益 (千円） 8,322 3,620　 2,569　 18,705　 33,011　

持分法を適用した場合の投資利

益（△損失）
(千円） 6,228△15,075　 △16,893　 96,451　 54,019　

資本金 (千円） 152,500152,500　 152,500　 152,500　 152,500　

発行済株式総数 (株） 487,397487,397　 487,397　 487,397　 487,397　

純資産額 (千円） 838,991858,360　 865,235　 857,291　 886,959　

総資産額 (千円） 1,232,8321,256,486　 1,225,607　 1,262,192　 1,283,558　

１株当たり純資産額 (円） 1,721.371,761.11　 1,775.22　 1,758.92　 1,819.79　

１株当たり中間（当期）純利益 (円） 17.07 7.43　 5.27　 38.38　 67.73　

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円） － －　 －　 －　 －　

１株当たり配当額 (円） － －　 －　 －　 45　

自己資本比率 (％） 68.1 68.3　 70.6　 67.9　 69.1　

営業活動によるキャッシュフロー (千円） 20,812 22,423　 △7,842　 105,445　 63,561　

投資活動によるキャッシュフロー (千円） △1,364 △2,251　 △4,304　 △2,353　 △6,374　

財務活動によるキャッシュフロー (千円） △138,230△16,110　 △37,479　 △154,340　 △32,220　

現金及び現金同等物の中間期　

末(期末)残高
(千円） 64,668136,264　 107,524　 132,202　 157,169　

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人）

4

(50)

　3

(55)　

　3

(55)　

3

(55)　

3

(55)　

（注）１、当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な会計指標等の推移につい

ては記載していません。　

２、売上高の金額には消費税等は含まれていません。

３、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

             従      業      員      数               3人（55人）

（注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は、年間平均人員を（　）外数で記載しています。

　

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社　りゅうとう(E00366)

半期報告書

 3/38



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

        当中間期の業績内容は賃貸部門売上は、前期並み売上で横這いとなりました。

　　　　又、飲食部門では、前中間期より2,439千円減(対前年同期比3％減)の61,770千円売上となりましたが、全体とし

　　　　ての当中間純利益は1,051千円減(前年同期比29％減)となりました。　　

　

　

　

    (2）キャッシュ・フロー

    当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間会計期間末に比べ28,740千円減少し、107,524千円と

        なりました。

        

　

        当中間会計期間における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

            営業活動による資金の減少は、7,862千円（前年同期比30,285千円減）となりました。これは主に法人税の

　　　    　支払額20,324千円の支払によるものである。

　

      

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　    投資活動による資金の減少は、4,304千円(前年同期比2,053千円減)となりました。主な要因は有形固定資産

　　　の取得による支出である。

　

　

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　財務活動による資金の減少は、37,479千円(前年同期比21,369千円減)となりました。これは長期借入金

　　　　　　16,110千円の返済及び配当金の21,369千円の支払によるものである。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

　

(2）受注状況

　当社は受注による生産は行っていないため該当事項はありません。

　

(3）販売実績

セグメントの名称
当中間会計期間

（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

前年同期比（％）

　 　 ％

　　　賃  貸  事　業 （千円） 57,658　 100.9　

　　　飲  食  事　業 （千円）

　　　奥 武 山 事 業　(千円)

61,770　

63,250

96.2　

99.2

合    計（千円） 　182,678 98.7　

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績の対する割

合は次の通りであります。

相手先

前中間会計期間
（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

    翔南製糖㈱ 42,250 22.8 42,250　 23.1　

　

３【対処すべき課題】

 　　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。

　　

４【事業等のリスク】

　　　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

　　　業等のリスクについての重要な変更はない。

　

５【経営上の重要な契約等】

　 　特記すべき事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　 　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　 (１)財政状態の分析

　　　　①　流動資産

　　　　　 前年同期に比べ当中間会計期間は8,569千円の減少となったが、株主配当金支払に伴う現預金減が主であ

　　　　　 る。

　

　　　　②　固定資産

　　　　　 前年同期に比べ当中間会計期間は22,311千円の減少となったが、その主なものは、有形固定資産 28,513

　　　　　 千円減少と投資その他の資産6,891千円の増加によるものである。

　

　　　　③　流動負債

　　　　　 前年同期に比べ当中間会計期間は5,169千円の減少となったが、その主なものは、未払金の減少と未払法　

　　　　　 人税等の減少によるものである。

　

　　　　④　固定負債

　　　　　 前年同期に比べ当中間会計期間は32,585千円の減少となったが、その主なものは、長期借入金の返済に

　　　　　 伴うものである。

　

　　　　⑤　純資産

　　　　 　前年同期に比べ当中間会計期間は6,875千円の増加となったが、その主なものは、繰越利益剰余金の増加

　　　　　 によるものである。　

　

　　 (２)経営成績の分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　当中間会計期間における売上高は182,678千円（前年同期比1.3％減）、売上原価は115,028千円（前年同

　　 　　 期比1.9％減）販管費は59,985千円（前年同期比3.5％増）営業利益は7,665千円（前年同期より2,300千 

　　  　　円減）、中間純利益は2,569千円（前年同期より1,052千円の利益減）となった。

　　 　　 売上高の減少は直営飲食店の売上減であり、それに伴い売上原価も減少しております。

　　　  　又、販管費の主な増加は、株主配当金支払に伴う支払手数料が主な増加である。

　

　　 (３)キャッシュ・フローの状況

　　　　　キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(２)キャッシュ・フ

　　　　　ロ－」に記載しているとおりである。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　 　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

 　　当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種          類 発 行 可 能 株 式 総 数（株）

普     通     株    式 1,000,000

計 1,000,000

　

②【発行済株式】

種類
発          行          数上場金融商品取引所

名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容中間会計期間末現在発行数(株)
（平成22年12月31日現在）

提出日現在発行数
（平成23年3月31日現在）

 株 株 　
　

当社は単元株制度は　

普通株式 487,397　 487,397 該当なし 採用しておりません。　

計 487,397　 487,397　 －　 －　

（注）１　発行済株式は、全て議決権を有しております。

２　当社の株式は譲渡制限株式であり、株式を譲渡するには取締役会の承認が必要となります。

　

（２）【新株予約権等の状況】

  　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。　　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　  該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年　月　日
発 行 済 株 式 総 数 資　　本　　金 資　本　準　備　金

増減数（株） 残高（株） 増減額（千円） 残高（千円） 増減額（千円） 残高（千円）

平成22年 7月 1日　

～　

平成22年12月31日　

－　 487,397　 －　 152,500　 －　 －　
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（６）【大株主の状況】

　 平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住　　　　　所 所有株式数（株）
発行済株式総数に対する
所有株式の割合（％）

三井製糖株式会社 東京都中央区日本橋本町２－８－２ 83,333　 17.10　

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 83,333　 　17.10

琉球協同飼料株式会社 沖縄県南風原町字津嘉山1741番地の３ 82,500　 16.93　

財団法人南部振興会 沖縄県那覇市旭町116－30 60,000　 12.31　

嘉数清春 沖縄県島尻郡八重瀬町 18,548　 3.80　

沖縄県農業協同組合 沖縄県那覇市楚辺２－33－18 12,229　 2.51

津波次郎 沖縄県豊見城市 7,917　 1.62　

糸満市 沖縄県糸満市字糸満2075 4,730　 0.97　

波平朝基 沖縄県那覇市 4,182　 0.86　

新垣良光 沖縄県島尻郡八重瀬町 3,126　 0.64　

計 　 359,898　 73.84　

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年12月31日現在

区　　　　分 株　式　数 （株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 　　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

議決権制限株式（自己株式等） 　　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

議決権制限株式（その他） 　　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

完全議決権株式（自己株式等） 　　　　　　　― 　　　　　　　―   　　　　　　　　―

　

完全議決権株式（その他）

　

　　普通株式　 　487,397　 487,397　

権利内容に何ら限定の　　

ない当社における標準　

　 となる株式

単元未満株式
　

　　　　　　　―
　　　　　　　― 　　　　　　　―

発行済株式総数 487,397　 　　　　　　　― 　　　　　　　―

総株主の議決権 　　　　　　　― 487,397　 　　　　　　　―

　

②【自己株式等】

　　該当事項はありません。

　

２【株価の推移】

　　　当社の株式は、証券取引所に上場されていない株式であり、また、店頭売買有価証券にも該当せず、気配相場　　

　　　　　もないので株価については該当事項はありません。

　

３【役員の状況】

　　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員異動はありません。
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第５【経理の状況】
１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令号第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第59期中間会計期間（平成21年７月１日から平成21

年12月31日まで）及び第60期中間会計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）の中間財務諸表につい

て

公認会計士田港博和氏の監査を受けています。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成21年12月31日)

当中間会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 136,264 107,524 157,169

売掛金 525 738 259

たな卸資産 2,641 2,531 1,872

その他 11,963 32,031 23,246

流動資産合計 151,393 142,824 182,546

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 608,816

※1, ※2
 540,334

※1, ※2
 597,899

土地 ※2
 200,515

※2
 200,515

※2
 200,515

その他（純額） ※1
 56,066

※1
 96,035

※1
 52,449

有形固定資産合計 865,397 836,884 850,863

無形固定資産 2,565 1,877 2,311

投資その他の資産

投資有価証券 134,519 131,345 133,661

関係会社株式 96,826 96,826 96,826

その他 5,786 15,851 17,351

投資その他の資産合計 237,131 244,022 247,838

固定資産合計 1,105,093 1,082,783 1,101,012

資産合計 1,256,486 1,225,607 1,283,558

負債の部

流動負債

買掛金 10,292 10,366 9,555

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 32,220

※2
 32,220

※2
 32,220

未払法人税等 5,381 675 20,324

賞与引当金 － － 800

その他 19,336 18,799 15,868

流動負債合計 67,229 62,060 78,767

固定負債

長期借入金 ※2
 288,035

※2
 255,815

※2
 271,925

退職給付引当金 2,310 808 2,467

役員退職慰労引当金 24,263 26,700 28,087

その他 16,289 14,989 15,353

固定負債合計 330,897 298,312 317,832

負債合計 398,126 360,372 396,599
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（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成21年12月31日)

当中間会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成22年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 152,500 152,500 152,500

利益剰余金

利益準備金 38,125 38,125 38,125

その他利益剰余金

退職慰労積立金 0 0 0

別途積立金 650,555 650,555 650,555

繰越利益剰余金 39,828 49,854 69,218

利益剰余金合計 728,508 738,534 757,898

株主資本合計 881,008 891,034 910,398

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22,648 △25,799 △23,439

評価・換算差額等合計 △22,648 △25,799 △23,439

純資産合計 858,360 865,235 886,959

負債純資産合計 1,256,486 1,225,607 1,283,558
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

前事業年度の要約
損益計算書

(自　平成21年７月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 185,147 182,678 371,975

売上原価 ※1
 117,238

※1
 115,028

※1
 224,574

売上総利益 67,909 67,650 147,401

販売費及び一般管理費 ※1
 57,944

※1
 59,985

※1
 105,090

営業利益 9,965 7,665 42,311

営業外収益 ※2
 1,738

※2
 1,349

※2
 4,073

営業外費用 ※3
 3,371

※3
 3,182

※3
 6,609

経常利益 8,332 5,832 39,775

特別損失 ※4
 32

※4
 129

※4
 509

税引前中間純利益 8,300 5,703 39,266

法人税、住民税及び事業税 4,680 305 20,235

法人税等調整額 － 2,829 △13,980

中間純利益 3,620 2,569 33,011
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 152,500 152,500 152,500

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 152,500 152,500 152,500

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 38,125 38,125 38,125

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 38,125 38,125 38,125

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 600,555 650,555 600,555

当中間期変動額

別途積立金の積立 50,000 － 50,000

当中間期変動額合計 50,000 － 50,000

当中間期末残高 650,555 650,555 650,555

退職慰労積立金

前期末残高 72,825 0 72,825

当中間期変動額

退職慰労積立金の取崩 △72,825 － △72,825

当中間期変動額合計 △72,825 － △72,825

当中間期末残高 0 0 0

繰越利益剰余金

前期末残高 13,383 69,218 13,383

当中間期変動額

剰余金の配当 － △21,933 －

別途積立金の積立 △50,000 － －

退職慰労積立金の取崩 72,825 － 22,825

中間純利益 3,620 2,569 33,011

当中間期変動額合計 26,445 △19,364 55,836

当中間期末残高 39,828 49,854 69,218

利益剰余金合計

前期末残高 724,887 757,898 724,887

当中間期変動額

剰余金の配当 － △21,933 －

中間純利益 3,620 2,569 33,011

当中間期変動額合計 3,620 △19,364 33,011
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年６月30日)

当中間期末残高 728,508 738,534 757,898

株主資本合計

前期末残高 877,388 910,398 877,388

当中間期変動額

剰余金の配当 － △21,933 －

中間純利益 3,620 2,569 33,011

当中間期変動額合計 3,620 △19,364 33,011

当中間期末残高 881,008 891,034 910,398

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △20,097 △23,439 △20,097

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △2,551 △2,359 △3,343

当中間期変動額合計 △2,551 △2,359 △3,343

当中間期末残高 △22,648 △25,799 △23,439

評価・換算差額等合計

前期末残高 △20,097 △23,439 △20,097

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △2,551 △2,359 △3,343

当中間期変動額合計 △2,551 △2,359 △3,343

当中間期末残高 △22,648 △25,799 △23,439

純資産合計

前期末残高 857,291 886,959 857,291

当中間期変動額

剰余金の配当 － △21,933 －

中間純利益 3,620 2,569 33,011

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △2,551 △2,359 △3,343

当中間期変動額合計 1,069 △21,724 29,668

当中間期末残高 858,360 865,235 886,959
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 8,300 5,703 39,266

減価償却費 19,598 18,579 37,676

賞与引当金の増減額（△は減少） △800 △800 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 184 △1,660 342

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,925 △1,387 6,750

長期前払費用償却額 247 247 493

固定資産除却損 32 129 509

受取利息及び受取配当金 △1,405 △884 △2,019

支払利息 3,268 3,170 6,602

売上債権の増減額（△は増加） △116 △479 150

たな卸資産の増減額（△は増加） △694 △659 74

その他の流動資産の増減額（△は増加） △9,570 △10,395 △19,095

仕入債務の増減額（△は減少） 61 811 △677

未払金の増減額（△は減少） 2,837 1,790 △836

未払費用の増減額（△は減少） 651 835 △252

未払消費税等の増減額（△は減少） △744 △328 △527

その他 112 66 813

小計 24,886 14,738 69,269

利息及び配当金の受取額 1,405 884 2,019

利息の支払額 △3,258 △3,160 △6,612

法人税等の支払額 △610 △20,324 △1,115

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,423 △7,862 63,561

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △795 △4,295 △4,924

ソフトウエアの取得による支出 △1,450 － △1,450

投資有価証券の取得による支出 △6 △9 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,251 △4,304 △6,374
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000 130,000 200,000

短期借入金の返済による支出 △100,000 △130,000 △200,000

長期借入金の返済による支出 △16,110 △16,110 △32,220

配当金の支払額 － △21,369 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,110 △37,479 △32,220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,062 △49,645 24,967

現金及び現金同等物の期首残高 132,202 157,169 132,202

現金及び現金同等物の中間期末残高 136,264 107,524 157,169
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

項目
前中間会計期間

（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

前事業年度
（自平成21年７月１日
至平成22年６月30日）

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）たな卸資産

　評価基準は原価法（収益

性の低下による簿価切下げ

の方法）によっておりま

す。

(1）たな卸資産

　

　 　同　左

(1）たな卸資産

　

　　　同　左

　 原材料

移動平均法による原価法

　

　

　

　

　 商品

先入先出法による原価法

　

　

　

　

　 貯蔵品

先入先出法による原価法

　 　

　

　 　　　　　　 　 　

　

　

(2）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均

法により算定）を採用して

おります。

(2）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　 　同　左

　

(2）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定）を採用しており

ます。

　 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

　　　　 同　左

時価のないもの

　　同　左

２．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産（リース資

　　産を除く）

　定額法

主な耐用年数

建物31年～50年

(1）有形固定資産（リース資

　　産を除く）

　　

　　　　同　左

(1）有形固定資産（リース資

　　　　　　　　　

　　産を除く）

　

　　    同　左

　 　(2）リース資産

所有権移転外ファイナン

ス・リース取引にかかるリ

ース資産

　リース期間を耐用年数と

し、残存価額をゼロとする定

額法によっております。

　(2）リース資産

　

　　　　同　左

（2）リース資産

　

　　    同　左
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項目
前中間会計期間

（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

前事業年度
（自平成21年７月１日
至平成22年６月30日）

　　３.引当金の計上基準

　

　

　

(1）貸倒引当金

　売掛債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上してい

る。

(1）貸倒引当金

　　　　同　左

(1）貸倒引当金

同　左

　 (2）賞与引当金

　　従業員に支給する賞与に 

　充てるため支給見込額に基　　

　づき計上している。

(2）賞与引当金

　　　 同　左

(2）賞与引当金

　　　同　左

　 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため当期事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。

(3）退職給付引当金

　　　　同　左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え　

　

るため当期事業年度末にお

　

ける退職給付債務の見込額

に基づき当会計期間末にお

　

いて発生していると認めら

　　

れる額を計上している。　

　  (4）役員退職慰労引当金

 　 役員の退職慰労金の支出

　に備えるため、役員退職慰

　労金支給規定（内規）に基

　づく当中間会計期間末の要

　支給額を計上しておりま

　す。

 (4）役員退職慰労引当金

 　 　　同　左

　

 

　

 

　

(4）役員退職慰労引当金

　 役員の退職慰労金の支出

 に備えるため、役員退職慰

 労金支給規定（内規）に基

 づく期末要支給額を計上し

 ております。

 

４．リース取引の処理方

法

　所有権移転外ファイナン　

ス・リース取引のうちリース

　

取引開始日が平成20年3月31　

日以前に開始する事業年度に

　

属するものについては、通常　

の賃貸借取引に準じた会計処

　

理によっております。　　　　　　

　　　 同　左　

　

　

　

　

　

　　　　同　左　

　

　

　

　

　

　

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算

書）における資金の

範囲

　資金は、手許現金、随時引出

し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以内

に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

　    　同　左 　 　　　同　左
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項目
前中間会計期間

（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

前事業年度
（自平成21年７月１日
至平成22年６月30日）

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

(1）消費税等の会計処理

　　　　同　左　

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税

抜方式によっており、控除

対象外消費税等は当期の費

用として処理しておりま

す。
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
前中間会計期間

（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

役員退職慰労引当金に関する会計基準

　（追加情報）

　 従来、支給時に費用として計上しており

 ましたが、前期末より役員退職慰労金支給

 規定に基づく期末要支給額を役員退職慰労

 引当金として計上することに変更致しまし

 た。

　 この変更は役員退職慰労金の将来の支給

 時における一時的な費用負担を回避し合理

 的に費用負担を期間配分することで期間益

 計算の適正化を図るために行ったものであ

 ります。

　 なお、前中間期を当中間期と同一の方法

 を採用した場合には、前中間期の営業利益

 及び経常利益はそれぞれ 3,338 千円減少、

 税引前当期純利益は 18,975 千円減少する

 ことになります。

　

　　　　　　　　　――

　

　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　　当中間会計期間より、「資産除去債務に

　関する会計基準」（企業会計基準第18号平

　成20年3月31日）及び「資産除去債務に関

　する会計基準の適用指針」（会計基準適用　　

　

　指針第21号平成20年3月31日）を適用して　

　おります。

　　なお、この変更による損益に与える影響

　はありません。

　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　――
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

　 （単位：千円）

項目
前中間会計期間末

（平成21年12月31日現在）
当中間会計期間末

（平成22年12月31日現在）
前事業年度末

（平成22年６月30日現在）

※１．有形固定資産の

　　 減価償却累計額
522,292　 551,568　 539,698

 ※２．担保資産

　　イ　担保提供資産

建物 421,665

土地 79,063

計 500,729

建物 412,029

土地 79,063

計 491,092

建物 417,768

土地 79,063

計 496,831

　 ※なお、担保提供資産は翔南

製糖㈱の借入金の担保にも

なっている。

※なお、担保提供資産は翔南

製糖㈱の借入金の担保にも

なっている。

※なお、担保提供資産は翔南

製糖㈱の借入金の担保にも

なっている。

　 ※担保提供資産に対応する債

務

※担保提供資産に対応する債

務

※担保提供資産に対応する債

務

　 　

長期借入金

　

320,255

(１年以内返済予定額含む)

計 320,255

短期借入金

長期借入金　

0

288,035　

(１年以内返済予定額含む)

計 288,035

　

長期借入金

　

304,145

(１年以内返済予定額含む)

計 304,145

　３．偶発債務 　翔南製糖株式会社の金融機

関からの借入金に対して債務

保証を行っています。

債務保証限度額

500,000千円

　なお、当期末の借入残

70,000千円

　翔南製糖株式会社の金融機

関からの借入金に対して債務

保証を行っています。

債務保証限度額

500,000千円

　なお、当期末の借入残はあ

 りません。

　翔南製糖株式会社の金融機

関からの借入金に対して債務

保証を行っています。

債務保証限度額

500,000千円

　なお、当期末の借入残はあ

りません。

　

（中間損益計算書関係）

　 （単位：千円）

項目
前中間会計期間

（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

前事業年度
（自平成21年７月１日
至平成22年６月30日）

※１．減価償却実施額 　 　 　

　有形固定資産 19,288 18,145 37,111

※２．営業外収益のうち　　主

要なもの

　 　 　

 イ 受取利息 242 169 503

 ロ 受取配当金 1,163 715 1,516

 ハ 雑収入 333 494 2,054

※３．営業外費用のうち　　　　

　　　　　主要なもの

　 　 　

 イ 支払利息 3,368 3,170 6,602

 ロ 雑損失 3 12 7

※４．特別損失のうち主要

　　なもの

　 　 　

 イ 固定資産除却損 32 129 509
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
  前事業年度末       
株式数（株） 

　当中間会計期間      
増加株式数（株）

  当中間会計期間     
減少株式数（株）

当中間会計期間       
末株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普 通 株 式 487,397 － － 487,397

合　　　計 487,397 － － 487,397

自己株式 　 　 　 　

普 通 株 式 － － － －

合　　　計 － － － －

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項ありません。

　

３．配当に関する事項

　　該当事項ありません。

　

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
  前事業年度末       
株式数（株） 

  当事業年度増加     
株式数（株）

  当事業年度減少     
株式数（株）

  当事業年度末       
株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普 通 株 式 487,397 － － 487,397

合　　　計 487,397 － － 487,397

自己株式 　 　 　 　

普 通 株 式 － － － －

合　　　計 － － － －

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項ありません。

　

３．配当に関する事項

　　　

　（１）配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 1株当たりの配当額

平成22年9月24日　

　 定時株主総会
普通株式 21,933千円 45.00円　

　

基　準　日 効力発生日

平成22年6月30日 平成22年9月24日

　

　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当効力発生日が当中間会計期間後となるもの　

　　　　　該当事項ありません。　
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前事業年度（自　平成21年７月１日　至　平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普 通 株 式 487,397 － － 487,397

合　　　計 487,397 － － 487,397

自己株式 　 　 　 　

普 通 株 式 － － － －

合　　　計 － － － －

　　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

　（１）配当金支払額　　

　　　　　過去5年間配当金支払はないので該当事項はありません。

　

　（２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　　　　

決　　議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たりの配当額 基　準　日　

平成22年9月24日　

定時株主総会
普通株式 21,933千円 利益剰余金 45.00円 平成22年6月30日

　

効力発生日

平成22年9月24日

　

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

　 （単位：千円）

前中間会計期間
（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

前事業年度
（自平成21年７月１日
至平成22年６月30日）

　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に記載されている科目の金額

との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 136,264

預金期間が３ヶ月を

超える定期預金
－

現金及び現金同等物 136,264

現金及び預金勘定 107,524

預金期間が３ヶ月を

超える定期預金
－

現金及び現金同等物 107,524

現金及び預金勘定 157,169

預金期間が３ヶ月を

超える定期預金
－

現金及び現金同等物 157,169
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（リース取引関係）

　 （単位：千円）

項目
前中間会計期間

（自平成21年７月１日
至平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自平成22年７月１日
至平成22年12月31日）

前事業年度
（自平成21年７月１日
至平成22年６月30日）

ファイナン

ス・リース

取引

　平成20年3月31日以前のリース資

産注記（賃貸処理分）

　平成20年3月31日以前のリース資

産注記（賃貸処理分）

　平成20年6月30日以前のリース

資産注記（賃貸処理分）

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　
車輌　運
搬具

合計

取得価額相
当額

5,7005,700

減価償却累
計額相当額

2,5655,700

中間期末残
高相当額

3,1353,135

　
車輌　運
搬具

合計

取得価額相
当額

5,7005,700

減価償却累
計額相当額

3,7053,705

中間期末残
高相当額

1,9951,995

　
車輌運搬
具

合計

取得価額相
当額

5,7005,700

減価償却累
計額相当額

3,1353,135

期末残高相
当額

2,5652,565

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低い為、支払利

子込み法により算定してい

る。

　

　　　　　　同　左

　

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低い為、支払利子込み法

により算定している。

２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 1,140

１年以超 1,995

合計 3,135

１年以内 1,144

１年以超 851

合計 1,995

１年以内 1,144

１年以超 1,421

合計 2,565

（注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低い為、支払利子込み法によ

り算定している。

　

　　　　　　同　左

　

（注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低い為、

支払利子込み法により算定し

ている。

３．支払リース料及び減価償却費

相当額

３．支払リース料及び減価償却費

相当額

３．支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 570

減価償却費相当額 570

支払リース料 570

減価償却費相当額 570

支払リース料 1,140

減価償却費相当額 1,140

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によっ

ております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　

　　　　　同　左

　

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によっ

ております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損

失はありません。

（減損損失について）

　　　　　　同　左
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（金融商品関係）

当中間会計期間（自平成22年7月1日　至平成22年12月31日）

１．金融商品の時価に関する事項　

　　　平成22年12月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

　　りであります。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

　 　中間貸借対照表計上額 　　　時　　　　価 　　　差　　　　額

(1)　現金及び預金

(2)　売掛金

(3)　投資有価証券

　　 その他の有価証券　

　　　　　　　107,524　

　　　　　　　　　738　

　

　　　　　　 　31,610

　　　　　　　107,524

　　　　　　　　　738

　

　　　　　　 　31,610

　　　　　　　　　 0

　　　　　　　　　 0 

　

　　　　　　　　　 0

　　　資　　産　　計　 　　　　　　　139,872 　　　　　　　139,872　 　　　　　　　　　 0

(4)　買掛金

(5)　未払金

(6)　長期借入金

　(1年以内返済予定含む）　

　　 　　　　　10,366

　　　　　　　　6,356

　　　　　　　288,035

　

　　　　　　　 10,366

　　　　　　　　6,356

　　　　　　　288,035

　

　　　　　　　　　 0

　　　　　　　 　　0

　　　　　　　 　　0

　

　　　負　　債　　計 　　　　　　　304,757 　　　　　　　304,757 　　　　　　　 　　0

　

(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　

　　　(1)現金及び預金、(2)売掛金　

　　　　　 これらは短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

　　　　　ます。

　

　　　(3)投資有価証券

　　　　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。又、保有目的ごとの有価証券

　　　　 に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　　　　 

　　　(4)買掛金、(5)未払金

　　　　　 これらは短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており　

　　　　 ます。

　 (6)長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む）

　　　  長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利　

　　　率で割引いて算定する方法によっております。

　

　

(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

　 (1)非上場株式（中間貸借対照表計上額　99,735千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極　

　　めて困難と認められるため「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　

 　(2)関連会社株式（中間貸借対照表計上額　96,826千円）は市場価格がなく、時価を把握することが

　　極めて困難と認められるため記載しておりません。　
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前事業年度（自平成21年7月1日　至平成22年６月30日）

１．金融商品の時価に関する事項　

　　　平成22年6月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

　　あります。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

　 貸借対照表計上額 　　　時　　　　価 　　　差　　　　額

(1)　現金及び預金

(2)　売掛金

(3)　投資有価証券

　　 その他の有価証券　

　　　　　　　157,169　

　　　　　　　　　259　

　

　　　　　　 　33,926

　　　　　　　157,169

　　　　　　　　　259

　

　　　　　　 　33,926

　　　　　　　　　 0

　　　　　　　　　 0

　

　　　　　　　　　 0

　　　資　　産　　計　 　　　　　　　191,354 　　　　　　　191,354　 　　　　　　　　　 0

(4)　買掛金

(5)　未払金

(6)　長期借入金

　(1年以内返済予定含む）　

　　 　　　　　 9,555

　　　　　　　　4,566

　　　　　　　304,145

　

　　　　　　　  9,555

　　　　　　　　4,566

　　　　　　　304,145

　

　　　　　　　　　 0

　　　　　　　 　　0

　　　　　　　 　　0

　

　　　負　　債　　計 　　　　　　　318,266 　　　　　　　338,790 　　　　　　　 　　0

　

(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　

　　　(1)現金及び預金、(2)売掛金　

　　　　　 これらは短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

　　　　　ます。

　

　　　(3)投資有価証券

　　　　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。又、保有目的ごとの有価証券

　　　　 に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　　　　 

　　　(4)買掛金、(5)未払金

　　　　　 これらは短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており　

　　　　 ます。

　 (6)長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む）

　　　  長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利　

　　　率で割引いて算定する方法によっております。

　

　

(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

　 (1)非上場株式（貸借対照表計上額　99,735千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて　

　　困難と認められるため「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　

 　(2)関連会社株式（貸借対照表計上額　96,826千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極め

　　て困難と認められるため記載しておりません。　

　

（追加情報）　

　

　当事業年度から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融　

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年3月10日）を適用して　

おります。　
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成21年12月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　該当事項はありません。

　

２．その他有価証券の時価のあるもの

　 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

       株       式 56,948 34,784 △22,164

合     計 56,948 34,784 △22,164

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券（割引金融債） －

(2）その他有価証券（非上場株式） 196,561

　

当中間会計期間末（平成22年12月31日現在）

１．満期保有目的の債券

　　該当事項はありません。

　

２．その他有価証券

　 種類
中間貸借対照表計上額

（千円）　
取得原価（千円）　 差額（千円）　

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの　

　

(1) 株式

(2) 債権

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他　

 1,952　

　

　

　

　

　

   843

　

　

　

　

　

   1,109　

　

　

　

　

　

小計　  1,952　    843　    1,109　

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの　

　

(1) 株式

(2) 債券

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他　

29,657　　　　　　

　

－　

－　

－　

－　

56,122　

　

－　

－　

－　

－　

△26,465　

　

－　

－　

－　

－　

小計　 29,657　 56,122　 △26,465　

　　　　　　　　　　　　　　　　合計 31,610 56,965　 △25,355

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社　りゅうとう(E00366)

半期報告書

28/38



前事業年度末（平成22年６月30日）

１．関連会社株式

　　関連会社株式（貸借対照表計上額 96,826千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

　て困難と認められるため記載しておりません。

　

２．その他有価証券

　 種類
中間貸借対照表計上額

（千円）　
取得原価（千円）　 差額（千円）　

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの　

　

(1) 株式

(2) 債権

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他　

 1,859　

　

　

　

　

　

   834

　

　

　

　

　

   1,025　

　

　

　

　

　

小計　  1,859　    834　    1,025　

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの　

　

(1) 株式

(2) 債券

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他　

32,067　　　　　　

　

－　

－　

－　

－　

56,122　

　

－　

－　

－　

－　

△24,055　

　

－　

－　

－　

－　

小計　 32,067　 56,122　 △24,055　

　　　　　　　　　　　　　　　　合計 33,926 56,956　 △23,030　

　

（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行って

おります。

　

　

　

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成21年７月１日　至平成21年12月31日）

　当社はデリバティブ取引は全く行っていないので該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至平成22年12月31日）

　当社はデリバティブ取引は全く行っていないので該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

　当社はデリバティブ取引は全く行っていないので該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成21年７月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。
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（持分法損益等）

前中間会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年12月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 96,826

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 476,884

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △15,075

　

当中間会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年12月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 96,826

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 528,716

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △16,893

　

前事業年度（平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 96,826

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 545,793

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 54,019

　

（資産除去債務関係）

　　　当中間会計期末（平成22年12月31日）　

　　　　　　　　該当事項はありません。
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（賃貸等不動産関係）

当中間会計期間（自平成22年7月1日　至平成22年12月31日）

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間決算日における時価に前事業年度の末日に比して著しい変動

が認められないため、賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び当中間会計期間における主な変動並びに中間

貸借対照表における時価及び当該時価の算定方法は省略しております。

　

　前事業年度（自平成21年7月1日　至平成22年6月30日）

　当社では、沖縄県那覇市と豊見城市に賃貸用店舗等(テナント）と、工場用土地を有しております。

　平成22年6月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は145,203千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用

は売上原価に計上しています。）であります。　

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び当会計年度の時価は次のとおりであり

ます。　

　 

貸　借　対　照　表　計　上　額　（千円）　　　 当事業年度末の時価　

　（千円）　前事業年度末残高 当事業年度増減額　 当事業年度残高　

　565,113 　△16,989 　548,124 2,224,551　

　

　(注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した額であります。

　　　

　　　 ２・当事業年度増減額のうち、主な減少額は、減価償却費（16,790千円）であります。　

　

　　　 ３・当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に準じた金額であります。

　

　　（追加情報）

　

　　　　　当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号平成20年11

　　　　月28日）及び「賃貸等不動産の時価の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第23号平成20年11　

　　　　月28日）を適用しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

１．報告セグメントの概要

　　当社の報告セグメントは当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者

　が各事業・セグメント管理に使用している内部管理報告に基づいており、又、取締役会が業績評　

　価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　　当社は、飲食事業（外食）部門お客様への直接食事提供し、賃貸事業部門は土地等（事業用賃

　貸）の賃貸、奥武山事業部門はテナント業を主としております。　

　　当社の報告セグメントは飲食事業、賃貸事業、奥武山事業（テナント等）の組織体制に基づき

　分類しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法　

　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「中間財務諸表作成のための基本となる重　

　要な事項」における記載と概ね同一である。

　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　　セグメント間の内部収益及び振替高はありません。　

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

　

　

　報告セグメント 　

　　合　計

調整額

　　(注)１

　中間財務諸表

　計上額(注)２　飲食事業 　賃貸事業 　奥武山事業

　売上高
　

　　61,770　

　

　　57,658

　

　　63,250

　

　 182,678

　

　　　  ―

　

　 　182,678
(1)外部顧客に　

　対する売上高

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替

高　

　     ―　　　　― 　　　　― 　　　　― 　　　　― 　　　　　―

　　　　計 　　61,770　　57,658　　63,250 　182,678　　　　― 　　 182,678

セグメント利益又は損失

(△)
　 △1,449　　46,044　　 3,288　　47,883　△40,218　　　 7,665

セグメント資産   　39,329　 206,968　 567,411 　813,708　 411,899 　1,225,607

セグメント負債 　 　18,576　　 　495 　 278,347　　　 297,418　　62,954　　 360,372

その他の項目　  

　 　1,560

 

　 　3,549

 

　　12,653

 

　　17,762

 

　　　 817

 

　　　18,579　　　減価償却費

　　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額　
　　　　― 　　　　― 　　 2,816　　　 　2,816　 　1,479　　　 　4,295

（注）１．調整額は以下のとおりであります。　

　　　　(1) セグメント利益の調整額△40,218千円は各報告セグメントに配分していない全社費用　

　　　　　であり、主に報告セグメントに帰属しない総務管理部門に係る費用であります。

　

　　　　(2) セグメント資産の調整額411,899千円は各報告セグメントに配分していない全社資産

　　　　　であり、主に報告セグメントに帰属しない資産であります。　

　

　　　　(3) セグメント負債の調整額62,954千円は各報告セグメントに配分していない全社負債で

　　　　　であり、主に報告セグメントに帰属しない総務管理部門に係る負債であります。　

　

　(注）２. セグメント利益は、中間財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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【関連情報】

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）　

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

 　飲　食　事　業 　賃　貸　事　業 　奥 武 山 事 業　　合　　　計

外部顧客への売上高 　　　61,770　 　　　57,658 　　　63,250 　 　182,678

　

　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　海外売上高はありません。

　

　

(2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の９０％を

　超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。　

　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　

顧客の名称又は氏名　 売 上 高　 関連するセグメント名　

翔 南 製 糖 株 式 会 社 42,250千円　 賃 貸 事 業　

　

　

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

　　該当事項はありません。　　

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

　　該当事項はありません。　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

　　該当事項はありません。　

　

　

（追加情報）

　　　当中間会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号、平成21年　

　　3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針20

　　号、平成20年3月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり純資産額 1,761.10円

１株当たり中間純利益 7.43円

１株当たり純資産額 1,775.22円

１株当たり中間純利益 5.27円

１株当たり純資産額 1,819.79円

１株当たり当期純利益 67.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株引受権付

社債及び転換社債等を発行していない

ため記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、新株引受権付

社債及び転換社債等を発行していない

ため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前中間会計期間

（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

中間（当期）純利益　（千円） 3,620 2,569 33,011

普通株主に帰属しない金額(千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円）
3,620 2,569 33,011

期末平均株式数（株） 487,397 487,397 487,397

　

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

　

　該当事項はありません。　

　

　

　該当事項はありません。

　

　

　該当事項はありません。

　

　

（２）【その他】

　

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　

事業年度

（59期）

　

 

自平成21年7月 1日

至平成22年6月30日

　

 

平成22年9月29日

沖縄総合事務局長に提出

　

　　

　

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　 

事業年度

（59期）

　

 

自平成21年7月 1日

至平成22年6月30日

　

 

平成22年11月5日

沖縄総合事務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成22年3月23日

株式会社りゅうとう

取締役会　御中

　

田港博和公認会計士事務所

公認会計士　田港博和　　印

　

　私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社
りゅうとうの平成21年7月1日から平成22年6月30日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成21年7月1日から平成21年
12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間
キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立
場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
　
　私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間財務諸表には全体として
中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証
を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行わ
れている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　
　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社
りゅうとうの平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成21年7月1日から平成21年
12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
　
　追記情報
　　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は従来、役員退職慰労金を支　
　出時の費用として処理していたが、前事業年度末より役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。
　
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　
（注）
1.　　　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。
2.　　　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成23年3月25日

株式会社りゅうとう

取締役会　御中

　

田港博和公認会計士事務所

公認会計士　田港博和　　印

　

　私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社
りゅうとうの平成22年7月1日から平成23年6月30日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成22年7月1日から平成22年
12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間
キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立
場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
　
　私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間財務諸表には全体として
中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証
を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行わ
れている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　
　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社
りゅうとうの平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成22年7月1日から平成22年
12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
　
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　
（注）
1.　　　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。
2.　　　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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